
7-2 商取引安全

当初予算（ａ）

補正予算（ｂ）

繰越し等（ｃ）

合計（ａ+ｂ+ｃ）

基準値 目標値 達成

26年度 令和元年度令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和5年度

400程度 351 332 322 422 -
前年度比
で減少

前年度比で減少 前年度比で減少 前年度比で減少 前年度比で減少 前年度比で減少

基準値 目標値 達成

26年度 令和元年度令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和5年度

600程度 176 178 184 183 -
前年度比
で減少

前年度比で減少 前年度比で減少 前年度比で減少 前年度比で減少 前年度比で減少

基準値 目標値 達成

28年度 令和元年度令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度

20% 26.8% 29.7% 32.5% 36.0% - 40%

- - - - -

達成

令和2年度 令和3年度 令和4年度

99 137 141

達成

令和2年度 令和3年度 令和4年度

1 4 4

5
商品先物取引法の執行

状況

施策の進捗状況（実績）

未達成

年度ごとの目標値

2

商品取引に関する相談
件数

実績値

達成

年度ごとの目標値

1

クレジット取引に関する
相談件数（百件）

実績値

商品先物取引法の
着実な執行（立入検
査、報告徴収等

328

キャッシュレス決済比率

実績値

－

年度ごとの目標値
測定指標

4 割賦販売法の執行状況

施策の進捗状況（実績） 目標値

事業者への立入検査、報告徴収等を適切に実施する
ことにより商品先物取引法を着実に執行している。

達成

立入検査数    

達成

目標値

令和3年度

立入検査数 

割賦販売法の着実な
執行（立入検査、報
告徴収等）

令和3年度

事業者への立入検査、報告徴収等を適切に実施する
ことにより割賦販売法を着実に執行している。

3

施策に関係する内閣の重
要政策（施政方針演説等の
うち主なもの）

・成長戦略フォローアップ（令和元年6月21日閣議決定）
・成長戦略実行計画、成長戦略フォローアップ（令和2年7月17日閣議決定）
・成長戦略実行計画、成長戦略フォローアップ（令和3年6月18日閣議決定）

109,329 101,376 0

369,075 101,873 366

予算の
状況

（百万円）

272,633

執行額（百万円） 369,013 47,291

0

令和４年度実施施策に係る政策評価書
（経済産業省3-7-2）

政策名 ７　生活安全 施策名

施策の概要 商品先物取引法、割賦販売法等の関連法令を整備し、適切な執行を行うことで、商取引の適正化を行う。

496 366 287

施策の予算額、執行
額等

0 0

達成すべき目標
商品・サービスを安心して取引できる市場環境を実現する。また、キャッシュレス決済の導入により、店舗等の生産性
向上や消費の利便性向上が実現できる社会を目指す。

区分 2年度 3年度 4年度 5年度

▲ 12,887



施策の分析

評
価
結
果

目標達成度合い
の測定結果

（各行政機関共通区分） 相当程度進展あり

（判断根拠）

　割賦販売法、商品先物取引法における執行状況等より、着実に執行が行われている。
相談件数について、個別事案（役務提供者の経営破綻）の影響でクレジット取引に関す
る相談件数が一時的に増加した。商品先物取引に関する相談は減少を続けている。
　キャッシュレス決済比率は2021年（32.5%）から2022年（36.0%）の1年間で3.5%上昇してお
り、「2025年まで６月までに、キャッシュレス決済比率を倍増し、４割程度とすることを目指
す」との目標に向けて順調に推移している。

次期目標等への
反映の方向性

学識経験を有する者
の知見の活用

有識者と意見交換を実施し、その議論を踏まえて省としての政策評価体系や評価の在り方を決定。

　割賦販売法の執行について、事業者への立入検査、報告徴収等を適切に実施した。さらに、2022年４月に成年年齢
が引下げられたことを踏まえ、クレジット事業者に対して18、19歳の若年者に対する適切な情報提供等の対応及び過
剰与信防止義務の遵守等を徹底するようモニタリングを強化した。
　商品先物取引法の執行については、事業者への立入検査、報告徴収等を適切に実施した。また、商品先物取引の
実態調査を行い、監督上注意すべき点の把握に努めた。
　キャッシュレス決済の更なる普及促進に向けては、キャッシュレスの将来像に関する検討会を開催し、2025年の
キャッシュレス決済比率の目標（40％）達成に向けた取組を確認するとともに、キャッシュレスの将来像、目標とすべき
新たな指標等について検討を実施した。市場の透明性向上や加盟店による価格交渉の活発化に向けては、主要な国
際ブランドに対して、加盟店手数料の大部分を占めるインターチェンジフィー（クレジットカードでの決済があった際に、
お店と契約する決済会社が、利用者と契約する決済会社に支払う手数料）の標準料率の公開を要請していたところ、
2022年11月に公表された。また、セキュリティに対する不安からキャッシュレス決済の利用をためらう消費者の不安解
消や店舗におけるキャッシュレス決済導入メリット訴求のため、キャッシュレス決済におけるセキュリティ対策やメリット
を掲載した動画およびリーフレットを作成し、経産省や関係団体等のホームページで公開した。こうした取組みの結
果、2021年から2022年の１年間でキャッシュレス決済比率は3.5％上昇し、「2025年６月までに、キャッシュレス決済比
率を倍増し、４割程度とすることを目指す」との目標に向けて順調に推移している。

　割賦販売法、商品先物取引法に関しては、引き続き業者への立入検査や報告徴収等を行い、適正な執行に努めて
いく。
　キャッシュレス推進については、「成長戦略フォローアップ 工程表」（令和3年6月18日閣議決定）において、キャッ
シュレスの環境整備については、「2025年6月までに、キャッシュレス決済比率を倍増し、4割程度とすることを目指す」
旨が記載されているところ、ポイント還元事業による施策効果や新型コロナウイルス感染症による非接触の決済ニー
ズの高まり等もあり、足元では目標に向けて堅調に推移したと認識。本目標は2025年度をターゲットイヤーとしてお
り、直ちに次期目標等を変更するものではないが、キャッシュレス決済の更なる普及促進策を進める中で、当該目標
の妥当性について検証を行っていく。

担当部局・課室名
商務・サービスグループ　商取引監督課/商品市場整備室／キャッシュレ

ス推進室
政策評価実施時期 令和5年8月

政策評価を行う過程に
おいて使用した資料そ
の他の情報

特になし


